
2017年4月
～2019年6月

2019年
9月1日

2019年
12月1日

2020年
3月1日

経過措置 経過措置 経過措置 経過措置

指定団地 指定団地 指定団地 指定団地

1 2.9% 0 1 2.4% 0 1 2.4% 0 1 2.4%
北海道 333 10 343 -5 0 330 8 338 0 330 8 338 0 330 8 338

▲ 4 5.9% 0.6% 4.6% 7.4% 0.0% 5.4% 0.7% 4.6% 0.0% 5.4% 0.7% 4.6% 0.0% 5.3% 0.7% 4.6%

88 13.3% 0 99 5.9% 0 99 5.9% 0 99 5.9%
東北 542 83 625 -13 17 576 36 612 0 576 36 612 0 576 36 612

▲ 1 9.6% 4.8% 8.5% 19.1% 54.8% 9.5% 2.9% 8.4% 0.0% 9.4% 3.0% 8.4% 0.0% 9.3% 3.2% 8.4%

266 34.3% 6 385 26.3% 4 389 26.1% 4 393 25.1%
関東 1,385 722 2,107 -21 6 1,538 548 2,086 4 1,542 544 2,086 21 1,563 523 2,086

▲ 7 24.5% 41.8% 28.6% 30.9% 19.4% 25.3% 44.8% 28.5% 26.7% 25.3% 45.0% 28.5% 30.4% 25.3% 45.9% 28.5%

124 28.9% 2 160 22.3% 2 162 22.0% 8 170 20.8%
中部 468 190 658 -9 2 504 145 649 2 506 143 649 8 514 135 649

8.3% 11.0% 8.9% 13.2% 6.5% 8.3% 11.8% 8.9% 13.3% 8.3% 11.8% 8.9% 11.6% 8.3% 11.8% 8.9%

10 0.0% 0 10 0.0% 0 10 0.0% 0 10 0.0%
北陸 292 0 292 -6 0 286 0 286 0 286 0 286 0 286 0 286

5.2% 0.0% 4.0% 8.8% 0.0% 4.7% 0.0% 3.9% 0.0% 4.7% 0.0% 3.9% 0.0% 4.6% 0.0% 3.9%

123 33.4% 1 178 26.1% 2 180 25.8% 7 187 24.8%
近畿 679 340 1,019 -11 2 745 263 1,008 3 748 260 1,008 10 758 250 1,008

12.0% 19.7% 13.8% 16.2% 6.5% 12.2% 21.5% 13.8% 20.0% 12.3% 21.5% 13.8% 14.5% 12.3% 21.9% 13.8%

86 13.1% 0 96 8.8% 0 96 8.3% 9 105 6.5%
中国 549 83 632 -15 0 563 54 617 3 566 51 617 11 577 40 617

9.7% 4.8% 8.6% 22.1% 0.0% 9.2% 4.4% 8.4% 20.0% 9.3% 4.2% 8.4% 15.9% 9.3% 3.5% 8.4%

50 17.6% 4 67 10.8% 0 67 10.8% 4 71 9.4%
四国 291 62 353 -1 4 314 38 352 0 314 38 352 5 319 33 352

5.1% 3.6% 4.8% 1.5% 12.9% 5.2% 3.1% 4.8% 0.0% 5.1% 3.1% 4.8% 7.2% 5.2% 2.9% 4.8%

166 20.4% 0 205 11.2% 0 205 10.9% 10 215 9.7%
九州 931 238 1,169 5 0 1,043 131 1,174 3 1,046 128 1,174 14 1,060 114 1,174

16.5% 13.8% 15.8% -7.4% 0.0% 17.1% 10.7% 16.1% 20.0% 17.1% 10.6% 16.1% 20.3% 17.2% 10.0% 16.1%

1 0.5% 0 1 0.5% 0 1 0.5% 0 1 0.5%
沖縄 181 1 182 8 0 189 1 190 0 189 1 190 0 189 1 190

3.2% 0.1% 2.5% -11.8% 0.0% 3.1% 0.1% 2.6% 0.0% 3.1% 0.1% 2.6% 0.0% 3.1% 0.1% 2.6%

915 23.4% 13 1,202 16.7% 8 1,210 16.5% 42 1,252 15.6%
全国　計 5,651 1,729 7,380 -68 31 6,088 1,224 7,312 15 6,103 1,209 7,312 69 6,172 1,140 7,312

▲ 12 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

＊　斜体の数字 は自由化団地の内、シェア５０％超の団地数 　　　（注）旧簡易ガス団地が廃止された数及び指定団地・自由化団地の内訳は把握していない。

＊＊下段のパーセンテージは全国計に占める割合 【出典：生産動態統計 ほか】

 ▲は、生産動態統計で旧簡易ガスに区分された旧一般ガスの供給区域。

経過措置指定団地の2019年9月解除並びに2019年12月及び2020年3月解除見込み

解除予定
自由化
団地

団地 計解除予定
自由化
団地

団地 計解除
自由化
団地

団地 計

2019年9月1日見込
（2019年6月生産動態統計BASE）

自由化
団地

団地 計
供給地点群

数
の増減

2019年12月1日見込
（2019年6月生産動態統計BASE）

2020年3月1日見込
（2019年6月生産動態統計BASE）

2019年9月19日

（一社）日本コミュニティーガス協会

2017年3月31日
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令和元年７月３０日  

 

小売電気事業者、ガス小売事業者 各位 

 

 

電力・ガス取引監視等委員会    

取引監視課    

 

 

電気及びガスの小売供給契約の締結に係る適切な対応について（注意喚起） 

 

 

小売電気事業者及びガス小売事業者は、小売供給契約の締結をしようとする

ときは、需要家に対して供給条件を説明する義務を負っており、当該説明をす

るとき及び小売供給契約の締結をしたときは、それぞれ法定の事項を記載した

書面を交付する義務を負っております（電気事業法第２条の１３第１項、同条

第２項、同法第２条の１４第１項、ガス事業法第１４条第１項、同条第２項及

び同法第１５条第１項）。 

今般、電気及びガスの小売供給契約の締結に関し、上記書面の交付がされな

かった事案が発生しております。 

つきましては、小売電気事業者及びガス小売事業者の皆様におかれては、同

様の事案が発生しないよう、法の規定する説明義務及び書面交付義務の履行状

況を改めて確認するとともに、適切な措置をとるようお願いいたします。 
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2019年 8月 1日 

 

自由化団地にガスを供給している会員事業者の皆様へ 

 

 自由化団地にガスを供給している事業者の皆様には、10 月 1 日の消費税率改定を控え、

「ガス小売供給約款」の改訂手続きである、ガス事業法第 14条の「説明および書面の交付」

の準備を着々と進められていることと思います。 

 この度、電力・ガス取引監視委員会取引監視課より、添付のとおり、このガス事業法第 14

条「供給条件の説明等」並びに第 15条「書面の交付」につきまして、履行状況の再確認を

行い、不備・不足のあった場合には適切な措置を行うよう注意喚起が発出されました。 

 コミュニティーガス協会会員の皆様には、今回の消費税率改定対応を機に、 

① 自社の「ガス小売供給約款」 

② ガス事業法第 14条・第 15条およびガス事業法施行規則第 13条・第 14条 

③ 「ガスの小売営業に関する指針」の【参考：供給条件の説明義務・書面交付義務の解説】 

を再確認してください。 

 

添付：「電気及びガスの小売供給契約の締結に係る適切な対応について（注意喚起）」 








